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告 示

�愛媛県告示第８３７号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）

第５条第１項の規定による届出があったので、同条第３項の規定に

基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産

業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振興部商工観光課並び

に宇和島市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

令和６年９月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 届出の概要

� 大規模小売店舗の名称及び所在地

フジ宇和島桜町店

宇和島市桜町２番３５号

� 大規模小売店舗を設置する者の氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては代表者の氏名

株式会社フジ

松山市宮西一丁目２番１号

代表取締役 山口 普

� 大規模小売店舗において小売業を行う者の氏名又は名称及び

住所並びに法人にあっては代表者の氏名

株式会社フジ

松山市宮西一丁目２番１号

代表取締役 山口 普

� 大規模小売店舗の新設をする日

令和７年３月１日

� 大規模小売店舗内の店舗面積の合計

１，４６８平方メートル

� 大規模小売店舗の施設の配置に関する事項

ア 駐車場の収容台数

１２９台

イ 駐輪場の収容台数

４２台

ウ 荷さばき施設の面積

１２２平方メートル

エ 廃棄物等の保管施設の容量

４６．９立方メートル

� 大規模小売店舗の施設の運営方法に関する事項

ア 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉

店時刻

開店時刻 午前７時 閉店時刻 午後１０時

イ 来客が駐車場を利用することができる時間帯

午前６時３０分から午後１０時３０分まで

ウ 駐車場の自動車の出入口の数

１箇所

エ 荷さばき施設において荷さばきを行うことができる時間帯

午前６時から午後１０時まで

２ 届出年月日

令和６年８月２０日

３ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域

の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者

は、告示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出

することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛

媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び南予地方局地域産業振

興部商工観光課並びに宇和島市役所において告示の日から１月間

縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表

発 行 愛 媛 県

� 目 次 �
告 示

○ 大規模小売店舗の新設の届出の概要等………………………………………………………………………………………………………………（経営支援課）…５９７

○ 土地改良区の合併による解散…………………………………………………………………………………………………………………………（農地整備課）…５９８

○ 肥料の登録の失効………………………………………………………………………………………………………………………………………（農産園芸課）…５９８

○ くろまぐろ（小型魚）に関する令和６管理年度における知事管理漁獲可能量の変更………………………………………………………………（水産課）…５９８

○ くろまぐろ（大型魚）に関する令和６管理年度における知事管理漁獲可能量の変更………………………………………………………………（ 〃 ）…５９８

○ 瀬戸内海環境保全特別措置法第５条による特定施設の設置の許可申請の概要……………………………………………………（東予地方局環境保全課）…５９８

○ 道路の区域変更（県道上猿田三島線）………………………………………………………………………………………（東予地方局四国中央土木事務所）…６００

○ 指定道路の指定…………………………………………………………………………………………………………………（ 〃 ）…６００

○ 建設業者の許可の取消し………………………………………………………………………………………………………………………（南予地方局管理課）…６０１

公営企業告示

○ 落札者等の告示……………………………………………………………………………………………………………………………（公営企業管理局総務課）…６０１

この県報に掲載される入札告示、落札者等の告示及び入札公告は、ＷＴＯに基づく政府調達に関する協定の

適用を受けるものである。

毎週（火・金）曜日発行 第５４１号 令和６年９月６日

令和６年９月６日金曜日 第５４１号
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者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活

環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�������
�愛媛県告示第８３８号
松山市勝岡土地改良区は、土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）

第７２条第２項の規定により、松山市太山寺土地改良区と合併したの

で令和６年８月３０日解散した。

令和６年９月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８３９号
肥料の品質の確保等に関する法律（昭和２５年法律第１２７号）第１４

条の規定により、次の肥料の登録は、失効した。

令和６年９月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８４０号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第５項の規定に基づき、

くろまぐろ（小型魚）に関する令和６管理年度における知事管理漁

獲可能量（令和６年７月愛媛県告示第７４９号）を次のとおり変更し

た。

令和６年９月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８４１号
漁業法（昭和２４年法律第２６７号）第１６条第５項の規定に基づき、

くろまぐろ（大型魚）に関する令和６管理年度における知事管理漁

獲可能量（令和６年７月愛媛県告示第７５０号）を次のとおり変更し

た。

令和６年９月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�������
�愛媛県告示第８４２号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

西条市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

令和６年９月６日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

ルネサスセミコンダクタマニュファクチュアリング株式会社

茨城県ひたちなか市堀口７５１

代表取締役社長 小澤 英彦

２ 事業場の名称及び所在地

ルネサスセミコンダクタマニュファクチュアリング株式会社

西条工場

西条市ひうち８－６

３ 特定施設に関する事項

� Ｅ－９３

失効年
月日

登録番
号

肥料の
種類

肥料の
名称

保証成分量
（％）

生産業者の氏名又は
名称及び住所

令和６
年７月
２８日

愛媛県
第１２６４
号

混合有
機質肥
料

なたね
ぼかし

窒素全量 ４．５
りん酸全量２．０
加里全量 １．０

宇和鉱業株式会社
愛媛県西予市野村町
野村５号１１１番地

令和６
年８月
５日

愛媛県
第１２３７
号

混合有
機質肥
料

宇和混
合有機
１号

窒素全量 ５．５
りん酸全量７．０

宇和鉱業株式会社
愛媛県西予市野村町
野村５号１１１番地

令和６
年８月
１６日

愛媛県
第１２５４
号

混合有
機質肥
料

本ぼか
し

窒素全量 ７．０
りん酸全量６．０

宇和鉱業株式会社
愛媛県西予市野村町
野村５号１１１番地

知事管理区分 知事管理漁獲可能量
変更前 変更後

愛媛県くろまぐろ（小型魚）
漁業 ４月から６月まで ０．１トン ０．１トン

７月から９月まで ６．５トン ９．５トン

１０月から１２月まで １．０トン １．０トン

１月から３月まで ３．０トン ３．０トン

総計 １０．６トン １３．６トン

知事管理区分
知事管理漁獲可能量

変更前 変更後

愛媛県くろまぐろ（大型魚）漁業 ４．６トン １．６トン

特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第６３号 ホ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり２立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手２ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．４５

最大 ２８．４５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．１９

最大 ０．１９
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� Ｃ－８

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� 弗素含有廃水処理施設

� 酸アルカリ廃水中和処理施設

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０

最大 １０

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第６５号 酸又はアルカリに
よる表面処理施設

特 定 施 設 の 能 力 ウエハー１時間当たり１，０００枚処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着手２ヶ月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成後直ちに

特定施設の使用時間間隔 連 続

特定施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．９

最大 １．９

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１以下

最大 ０．０１以下

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２０

最大 ２０

設 置 年 月 日 昭和５８年９月３０日

処理施設の種類及び型式 弗素含有廃水処理施設

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート、ＦＲＰ、ＳＳ製、エポキ
シ樹脂

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
縦１５，５５０ミリメートル
横２０，２５０ミリメートル
高さ４，８００ミリメートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり７２立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 凝集沈殿方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

通常 ８．０～１０．０

最大 ８．０～１０．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．２

最大 ９．５

通常 ８．１３

最大 ９．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５

最大 ４０

通常 １５

最大 ３５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ３０

最大 ５０

通常 ２９．５

最大 ４９．５

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １８０

最大 ２７８

通常 ４．５１

最大 ７．４５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，６３０

最大 １，６８０

通常 １，６３０

最大 １，６８０

設 置 年 月 日 昭和５８年９月３０日

処理施設の種類及び型式 酸アルカリ廃水中和処理施設

処 理 施 設 の 構 造 コンクリート、エポキシ樹脂

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
縦６，０５０ミリメートル
横１８，９５０ミリメートル
高さ４，８００ミリメートル

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり３００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和処理方式

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ３．０～１０．０

最大 ３．０～１０．０

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７．９１

最大 ９．３６

通常 ７．９１

最大 ９．３６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２３．９

最大 ３８．８

通常 ２３．９

最大 ３８．８
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� Ｈ２Ｏ２処理施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１工場排水口

�������
�愛媛県告示第８４４号
建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第１項第５号の規定

により、次のとおり指定道路を指定した。

令和６年９月６日

愛媛県東予地方局長 客 本 宗 嗣

１ 指定道路の種類

建築基準法第４２条第１項第５号

２ 指定年月日

令和６年８月２７日

３ 指定道路の位置

四国中央市中曽根町字井垣２６６番１の一部、２６６番２の一部、２６

�愛媛県告示第８４３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局四国中央土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

令和６年９月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２８．７

最大 ５２．７７

通常 ２８．７

最大 ５２．７７

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １．３５

最大 ７．９６

通常 １．３５

最大 ７．９６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６，０８０

最大 ６，７８０

通常 ６，０８０

最大 ６，７８０

設 置 年 月 日 平成２６年２月１日

処理施設の種類及び型式 Ｈ２Ｏ２処理施設

処 理 施 設 の 構 造 ＰＥ、ＦＲＰ

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
直径２，２００ミリメートル
高さ５，４００ミリメートル
２基

処 理 施 設 の 能 力 １時間当たり５０立方メートル処理が２基

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 活性炭処理（上向流式）

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １．０～３．０

最大 １．０～３．０

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ８．２

最大 ９．５

通常 ８．２

最大 ９．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２５．０

最大 ４０．０

通常 ２５．０

最大 ２５．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４．０

最大 ３１．０

通常 １４．０

最大 ３１．０

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．０１

最大 ０．０１

通常 ０．０１

最大 ０．０１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２９０

最大 ２９０

通常 ２９０

最大 ２９０

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６．５

最大 ７．７

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２４．５

最大 ４０．０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２１．３

最大 ４０．０

燐 含 有 量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．９９

最大 ６．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８，２９５

最大 ９，０００

備考 この他に、雨水専用排水口が５箇所ある。

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 上猿田三島線
四国中央市寒川町字柳ノ元５２３番７から

同市具定町字正之森２４８番３地先まで

旧 ４．０～６．０ ０．２７６

新 ４．０～１７．０ ０．２７６
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公営企業告示

６番５の一部、２６６番６の一部、２６６番７及び２６６番６、２６６番７地

先道

４ 指定道路の延長及び幅員

� 延長 ３９．１７メートル

� 幅員 ５．００メートル

�愛媛県告示第８４５号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第５号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

令和６年９月６日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県公営企業告示第１０号
次のとおり落札者を決定した。

令和６年９月６日

愛媛県公営企業管理者 東 野 政 隆

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－３）第１２８７５号 令和３年
６月１７日

㈱内子・森と町並みの設
計社 稲田 繁 喜多郡内子町寺村２４７８－

６
令和６年
７月２２日

土木工事業、建築工事業
大工工事業
とび・土工工事業

建設業の廃止

（般－３）第１３６０５号 令和３年
１２月１１日 ㈲露内工務店 露内 進 大洲市河辺町横山１９９９ 令和６年

７月３１日 建築工事業 建設業の廃止

落札に係る物品等の名称及び数量
契約に関する事務
を担当する機関の
名称及び所在地

落札者を決定した日 落札者の氏名及び住所 落札金額 契約の相手方を
決定した手続 入 札 公 告 日

鉛蓄電池７５６個
（県立中央病院）

愛媛県公営企業管
理局総務課
愛媛県松山市湊町
四丁目４番地１伊
予鉄本社ビル２Ｆ

令和６年８月２３日
株式会社きんでん四国
支社
香川県高松市福岡町三
丁目４番８号

１２９，０００，０００円 一般競争入札 令和６年７月１２日

令和６年９月６日 発行


